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1――はじめに 

 

 近年、各地で自然災害が頻発し、多くの人的被害・物的被害が生じている。それも、先日の台風15

号、19号のような前例のない大規模災害が増加しており、国や地方公共団体に求められる役割が増し

ている。災害対策に係る法整備が過去から進められてきた結果、災害発生前の防災から発生直後の応

急救助、さらには復旧・復興に至るまで、国や地方公共団体が災害対策に尽力できるようになってい

る。その一つである災害復旧制度は公共土木施設等に被害が生じた地方公共団体に対して、国庫補助

を行うことで復旧に必要な財政負担を緩和し、迅速かつ確実に復旧事業を行う制度である。災害復旧

事業費には人的被害や民間の物的被害が含まれず、あくまで公共施設の現状復旧費用相当額だけだが、

金額の多寡や推移によって個別自然災害の規模や災害全体の趨勢を大まかに把握することができる。

本稿では、河川や道路等の公共土木施設の災害復旧事業費から自然災害の趨勢を確認したい。 

 

 

 

2――災害対策に係る法律・制度について 

 

日本は、自然災害を受けやすい国土条件

でありながら、1961年に災害対策基本法が

制定されるまでは大規模災害発生時の体制

や制度の整備が不十分であった。同法では、

国及び地方公共団体における体制、平時に

おける防災計画の作成から復旧・復興に至

るまでの措置が規定されている（図表１）。

 

（図表１）

防災 応急救助 復旧・復興

災害対策基本法
防災計画の策定、緊急
避難場所等の指定

自治体間・国による応援、
罹災証明書の交付、物資
等の供給

被災者台帳の整備

災害救助法

避難所の設置、被災者の
救出、食品・飲料水の
供給など救助の応急的な
実施

災害復旧制度
・激甚災害制度

公共土木施設、農地等の
被害に対する復旧事業等
に係る国庫補助（地方
財政の負担緩和）

被災者生活再建
支援制度

住宅などの生活基盤に
著しい被害を受けた
被災者に対する支援金
の支給

（出所）内閣府「災害法体系について」
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その他の災害対策関係の法律や制度も、多くの自然災害を経て整備、改正が進められてきた。 

その一つである災害復旧制度は、地方公共団体が管理する施設が被災した際に、国庫負担で復旧事

業を行なう制度である。災害復旧事業には複数あるが、中でも代表的なのが公共土木施設等災害復旧

事業費国庫負担法（以下、負

担法と表記）に基づく公共土

木施設等災害復旧事業である

（図表２）。 

同事業は、一定基準1を満た

す自然災害が発生し、河川や

道路等の公共土木施設が一定

以上被災した場合に2、災害復

旧事業費が当該団体の財政を圧迫しないよう、そ

の大半を国庫負担とするものである3（図表３）。

災害復旧事業費は、主務省が現地で実地調査を行

い、原形復旧に必要な額として決定される。つま

り、その決定金額は一定規模の自然災害による公

共土木施設の被害額を表しており、災害規模を把

握する一つの手段となろう。本稿では、負担法に

基づく、国土交通省所管分の災害復旧事業費から

自然災害の趨勢を確認する。なお、甚大な被害を

もたらした災害を対象に、地方財政の負担を緩和する制度として、他に激甚災害制度が挙げられる。

同制度では、内閣府が激甚災害の指定を行うことで4、地方公共団体の行う災害復旧事業等への国庫補

助のさらなる嵩上げが講じられる5。 

 

 

 

3――近年の大規模災害の被害と趨勢 

  

2007年から17年までの公共土木施設災害復旧事業費の推移を見ると、11年の約2.2兆円を筆頭に、

16 年が約 4700 億円、17 年が約 3300 億円と続いている（図表４）。11 年と 16 年はそれぞれ東日本大

                                                
1 河川の場合は警戒水位以上の水位、河川以外では最大時間雨量20mm以上の降雨、最大風速15m以上の風などの条件がある。 
2 1箇所の工事費が、都道府県・政令市施設の場合は120万円以上、市町村施設の場合は60万円以上となった場合を指す。 
3 年間の災害復旧事業費と、当該地方公共団体における災害発生年度の標準税収入の関係において、標準税収入の 2分の1相当額までは3分

の2、2分の1から2倍相当額までは4分の3、2倍を超える相当額は全額が国庫負担となる。地方負担分については地方債（災害復旧事業債）

の起債が認められており、補助事業の場合は元利償還金の95％が普通交付税により措置されるため、地方の実質的な負担は1.7％以下となる。 
4 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（激甚災害法）に基づき、国民経済に著しい影響を及ぼし、かつ当該災害による

地方財政の負担を緩和し、または被災者に対する特別の助成措置を行うことが特に必要と認められる災害が発生した場合に、中央防災会議の

意見を聴いたうえで、指定される。 
5 公共土木施設や農地等の災害復旧事業のほか、中小企業に関する特別の助成や感染症予防事業が対象となる。過去5カ年の実績の平均では

公共土木施設等の国庫負担は70％から83％に嵩上げされている。 

 

 

（図表２）

2018年度 2019年度

公共土木施設等災害復旧事業
公共土木施設等災害復旧事業費
国庫負担法

国土交通省
農林水産省

河川、海岸、砂防設備、道路等 3123.0 405.9

農林水産業施設災害復旧事業
農林水産業施設災害復旧事業費
国庫補助の暫定措置に関する法律

農林水産省
農地、農業用施設、林業用施設、
漁業用施設及び共同利用施設

802.4 141.5

文教施設等災害復旧事業
公立学校施設等災害復旧費
国庫負担法

文部科学省 国立大学、公立学校、文化財等 - -

厚生施設等災害復旧事業
生活保護法、児童福祉法、
老人福祉法等

厚生労働省
医療施設、社会福祉施設、

水道施設等
92.8 3.6

その他の施設に係る災害復旧事業
公営住宅法、鉄道軌道整備法、
空港整備法

国土交通省 公営住宅、鉄道、空港等 21.7 10.1

（注）2018年度予算は補正予算を含めたもの。文教施設等災害復旧事業は公立文教施設整備費に含まれており、内訳は不明。

（出所）内閣府「復旧・復興ハンドブック」、財務省「平成30年度予算・平成31年度予算」をもとに、ニッセイ基礎研究所作成

主な災害復旧事業

災害復旧事業 対象関係官庁根拠法
予算（億円）

（図表３）

目的 自然災害により被災した公共土木施設を迅速・確実に復旧する。

対象災害 暴風、こう水、高潮、地震等の異常な天然現象により生じた災害

対象施設

・河川、海岸、砂防設備、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施設、
道路、下水道（国土交通省水管理・国土保全局防災課所管）
・港湾（国土交通省港湾局所管）、公園（国土交通省都市局所管）
・漁港、林地荒廃防止施設（農林水産省所管）の計11施設

国庫負担
災害復旧事業費と標準税収との関係で変動（最低でも３分の２以上）
※必要な場合は、補正予算で財源を確保

災害査定
制度等

地方公共団体からの申請を受けて、主務省は現地で実地調査を行い、
復旧工法や事業規模、事業費を決定
※従前の効用を復旧する原形復旧が原則で、原形復旧に必要な額を
決定。国の災害査定を待たず、復旧工事の着手が可能。

（注）　 赤字の施設は、本稿で災害復旧事業費の集計対象とした国土交通省所管の施設

（出所）国土交通省「災害復旧事業（補助）の概要」

公共土木施設災害復旧事業の概要
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震災、熊本地震といった大規模地震が甚大な被害を招いているが、17年は豪雨（台風を伴う豪雨は除

く）による被害が中心となっている6。18 年は西日本豪雨や大阪北部地震、北海道胆振東部地震が発

生しており、災害統計は未公表であるが、国土交通省の査定結果によると7、18 年の災害復旧事業費

決定額は17年の約1.7倍に及んでいる。 

 

災害復旧事業費の推移を自然災害別に見

てみると、豪雨、台風及び地震による被害

が大半を占めている（図表６）。自然災害の

脅威と言うと、地震が想起されがちである

が8、東日本大震災のような大規模地震を除

けば、むしろ地震より豪雨や台風による被

害の方が大きくなっている。また、我々の

実感通り、数年前から豪雨や台風による被

害が拡大している9。 

 

 

さらに、07 年から 17 年までの総額ベースで都道府県別の災害復旧事業費を比較すると、東日本大

震災の被災地である東北地方の 3 県（宮城県：9676 億円、岩手県：3453 億円、福島県：1927 億円）

が突出するなど、大規模地震の被災地域か否かで金額に大きな乖離が見られる10。局地的に大規模被

害をもたらす地震を除外したベースで比較しても、地域毎に乖離が見られる（図表７）。  

                                                
6 気象庁によると、豪雨は「著しい災害が発生した顕著な大雨現象」、すなわち大雨に起因する水害や土砂災害などを事後的に豪雨と呼称す

る。一方で、台風は「北西太平洋または南シナ海に存在する熱帯低気圧のうち、低気圧域内の最大風速がおよそ 17m/s（34ノット、風力 8）

以上のもの」を指し、必ずしも雨は伴わない。本稿では、災害統計に沿って、台風を伴わない豪雨を「豪雨」とし、台風を伴う豪雨は「台風」

と表記している。 
7「平成30年の国交省所管（都市局・港湾局を除く）公共土木施設の災害査定結果について」（2019年 3 月 20 日付国土交通省防災課）。当

結果には、都市局及び港湾局が所管する公園及び港湾は含まれていない。 
8 損害保険ジャパン日本興亜株式会社が19年 2月に実施した「災害への備えに関するアンケート」によると、地震や津波への備えをしてい

る家庭が全体の56.5％であったのに対して、大雨や台風は34.2％に留まった。 
9 気象庁によると、翌18年 7月の西日本豪雨の際の全国の降水量の総和は、1982年以降の豪雨災害時の降水量で最大となった。 
10その他、大規模地震に見舞われた新潟県は1196億円、熊本県は1809億円となっている。 

 

 

（図表５）

災害名 主な被災地域 決定額

2007年 3月 能登半島地震 富山、石川 145億円

7月 新潟県中越沖地震 新潟、石川、長野 246億円

2008年 6月 岩手・宮城内陸地震 岩手、宮城、秋田 188億円

2009年 7月 中国・九州北部豪雨 島根、広島、山口、福岡 302億円

2011年 3月 東日本大震災 岩手、宮城、福島、茨城、千葉、新潟、長野 1.85兆円

7月 新潟・福島豪雨 新潟、福島 721億円

2012年 7月 九州北部豪雨 福岡、熊本、大分 656億円

2014年 7月-8月 8月豪雨
高知、岐阜、兵庫、京都、三重、和歌山、
徳島、広島

770億円

2015年 9月 関東・東北豪雨 栃木、福島、宮城、茨城 742億円

2016年 4月 熊本地震 熊本、大分、宮崎 2042億円

8月-9月
一連の台風

（台風9、10、11、16号等）
北海道、青森、岩手、宮城、山形、福島
高知、宮崎、鹿児島

2035億円

2017年 7月 九州北部豪雨 福岡、長崎、熊本、大分 1075億円

2018年 6月 大阪北部地震 大阪、京都 －

7月 西日本豪雨 岡山、広島、愛媛 －

9月 北海道胆振東部地震 北海道 －

（注）  決定額は、国土交通省の所管する公共土木施設の災害復旧事業査定の結果。補助事業における工事費と直轄事業の事業費

　　　　の合計。 2018年は未公表。

（出所）国土交通省「災害統計」

近年の主な大規模災害
発生時期
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（注） 対象は国土交通省所管分のみ（農林水産省分は除く）。2018年は速報値であり、港湾や公園に係る災害復旧事業費

が含まれていないため、上振れする。

（出所） 国土交通省「災害統計」
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（図表６）

（注） 対象は補助事業のうちの工事費（直轄事業に係るものや、補助事業のうち事務費は除く）。2011年のみ右目盛。

（出所） 国土交通省「災害統計」
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（注） 対象は補助事業のうちの工事費（直轄事業に係るものや、補助事業のうち事務費は除く）。

（出所） 国土交通省「災害統計」
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（注） 対象は、国土交通省所管分のうち工事費（補助事業の事務費を除く）。2011年のみ右目盛。

（出所） 国土交通省「災害統計」
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（注） 対象は、国土交通省所管分のうち工事費（補助事業の事務費を除く）。2011年のみ右目盛。

（出所） 国土交通省「災害統計」

（暦年）
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まず、豪雨については九州地方や中国地方など西日本で被害が大きくなっている。台風については、

北海道、岩手県、静岡県、和歌

山県など太平洋側の被害が大き

い一方で、意外なことに台風の

進路となりやすい九州地方の各

県の被害が限定的である。全体

的に三大都市圏の被害が小さい

が、過去10年余りの被害額が比

較的小さかった千葉県が今年に

なって台風15号及び19号に見

舞われたように、これまでの被

害が少なかったからと言って、

今後の安全が保証されるとは言

い難い。 

 

 

 

4――さいごに 

  

 本稿では、負担法に基づく、国土交通省所管分の災害復旧事業費から自然災害の趨勢を見てきたが、

大規模地震を除けば、地震より豪雨や台風の方が公共土木施設に与える被害が大きいことや、数年前

から豪雨や台風による被害が拡大していることがわかった。政府は2013年から国土強靭化を掲げてお

り、18年度からは、近年激甚化している災害を踏まえ「防災･減災､国土強靱化のための３か年緊急対

策」をハード（防災のための重要インフラの機能強化等）・ソフト（各種リスク情報の徹底的周知や国

民等の安全確保に資する体制強化等）の両面から進めている。東日本大震災以前はハード面がより重

視されていたが、災害の激甚化や財政上の制約からハード面のみで万全の対策を行うのは難しくなっ

ているため11、近年はソフト面の重要性が高まっている。我々一人ひとりも国や地方公共団体だけに

頼らず、自ら防災意識を高め、命を守ることがますます必要とされるだろう。 

 

 

                                                
11 地方公共団体の保有する公共施設・インフラは年々老朽化が進行しており、今後は平時においても施設の更新に伴う歳出が拡大し、財政

を圧迫することが見込まれる。「国土交通省所管分野における社会資本の将来の維持管理・更新費の推計（2018年度）」によると、河川や道

路等の国土交通省所管インフラにおける維持管理・更新費は今後30年にわたって年間6兆円程度必要と見込まれており、学校や医療施設等

の他省庁所管インフラを含めるとさらに上振れする。2018年度の公共事業関係費は年初予算ベースで約6兆円であり、今後必要とされる国

土交通省所管インフラにおける維持管理・更新費とほぼ同額となっている。インフラの維持管理・更新に加えて、新設や災害対応に必要な費

用を踏まえると、さらに予算は拡大していくことが予想される。 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が

目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 
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（図表７）

（億円）

（注） 対象は、国土交通省所管分のうち補助事業の工事費（地震によるものを除く）。都道府県及び市町村の合計。

（出所） 国土交通省「災害統計」

都道府県別と公共土木施設災害復旧事業費（2007-17年総額）


